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学校安全の意義

学校という場において、児童生徒等が生き生
きと活動し、安心して学べるようにするために
安全を確保されることが不可欠の前提となる。

生涯にわたって健康・安全で幸福な生活を送
る基礎を培う。

進んで安全で安心な社会づくりに参加し、貢献
できる資質・能力を育てる。

① 全ての児童生徒等が、自ら適切に判断し、主体的に行動できる
よう、安全に関する資質・能力を身に付けることを目指す。
② 学校管理下における児童生徒等の事故に関し、死亡事故の発
生件数については限りなくゼロとすることを目指すとともに、負傷・疾
病の発生率については障害や重度の負傷を伴う事故を中心に減
少傾向にすることを目指す。

目指す姿

総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課

文部科学省

http://www.mext.go.jp/


学校安全ポータルサイト

 総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課 

文部科学省

http://www.mext.go.jp/


学校安全の体系

学校健康教育の三領域 学校保健 学校給食 学校安全

学
校
安
全

心身の安全管理

生活や行動の安全管理

学校環境の安全管理

対人管理

対物管理

安全教育

安全管理

組織活動
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総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課

文部科学省

各教科

総合的な学習の時間、総合的な探究の時間

特別活動(学級活動・ホームルーム活動、学校行事、児童会活動・生徒会活動・クラブ活動)

日常の学校生活での指導や個別指導

教職員の組織、協力体制の確立（役割の明確化）

家庭との連携

地域の関係機関・団体との連携及び学校間の連携

学校安全委員会（学校安全に関する連携会議）

Ｐ12「生きる力」の
参照ページ

特別の教科 道徳

http://www.mext.go.jp/


第１章 総則

第３条（国及び地方公共団体の責務）
○国は、各学校における安全に係る取組を総合的かつ効果的に推進するため、学校安全の推進に関する計画
の策定その他所要の措置を講ずる。

→「第３学校安全の推進に関する計画」（令和４年３月２５日閣議決定）

５年間（R4～R8）学校安全の推進に関する施策の基本的方向と具体的な方策を明示

第２６条（学校安全に関する学校の設置者の責務）
○学校の設置者は、設置する学校の施設及び設備並びに管理運営体制の整備充実その他の必要な措置を講ず
るよう努める。
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第27条（学校安全計画の策定等）
○各学校は、学校の施設設備の安全点検や通学を含めた学校生活その他の日常生活における安全に関する指
導、職員の研修等について盛り込んだ学校安全計画を策定し、職員の共通理解の下で、計画に基づく取組を
進める。 

第28条（学校環境の安全の確保）
○校長は、当該学校の施設又は整備について、児童生徒等の安全確保を図る上で 支障となる事項があれば、
遅滞なく、その改善を図るために必要な措置を講じる。

第29条（危険等発生時対処要領の作成等）
○各学校は、学校独自の危険等発生時対処要領（危機管理マニュアル）を作成するとともに、校長は、教職
員に周知し、危険等発生時に備えた訓練を実施する。 

第30条（地域の関係機関等との連携）
○各学校は、児童生徒等の安全確保を図るため、保護者との連携を図るとともに地域社会（警察署その他の
関係機関、地域の安全活動を行う団体等）との連携・協力を図る。

総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課

文部科学省

Ｐ１４・１５

学校保健安全法（昭和33年法律第56号）平成２１年4月１日施行

第３章 学校安全

http://www.mext.go.jp/


推進方策１．学校安全に関する組織的取組の推進

推進方策２．家庭、地域、関係機関等との連携・協働による学校安全の推進

推進方策３．学校における安全に関する教育の充実

推進方策４．学校における安全管理の取組の充実

推進方策５．学校安全の推進方策に関する横断的な事項等

〇 学校経営における学校安全の明確な位置付け
〇 セーフティプロモーションスクールの考え方を取り入れ、学校安全計画を見直すサイクルの確立
〇 学校を取り巻く地域の自然的環境をはじめとする様々なリスクを想定した危機管理マニュアルの作成・見直し

〇 学校における学校安全の中核を担う教職員の位置付けの明確化、学校安全に関する研修・訓練の充実
〇 教員養成における学校安全の学修の充実

〇 コミュニティ・スクール等、学校と地域との連携・協働の仕組みを活用した学校安全の取組の推進
〇 通学時の安全確保に関する地域の推進体制の構築、通学路交通安全プログラムに基づく関係機関が連携した取組の強化・活性化
〇 SNSに起因する児童生徒等への被害、性被害の根絶に向けた防犯対策の促進

〇 児童生徒等が危険を予測し、回避する能力を育成する安全教育の充実、指導時間の確保、学校における教育手法の改善
〇 地域の災害リスクを踏まえた実践的な防災教育の充実、関係機関（消防団等）との連携の強化
〇 幼児期、特別支援学校における安全教育の好事例等の収集
〇 ネット上の有害情報対策（SNSに起因する被害）、性犯罪・性暴力対策（生命（いのち）の安全教育）など、現代的課題に関する教育内容について、

学校安全計画への位置付けを推進

〇 学校における安全点検に関する手法の改善（判断基準の明確化、子供の視点を加える等）、学校設置者による点検・対策の強化（専門家との連携
等）
〇 学校施設の老朽化対策、非構造部材の耐震対策、防災機能の整備の推進
〇 重大事故の予防のためのヒヤリハット事例の活用 
〇 学校管理下において発生した事故等の検証と再発防止等（学校事故対応に関する指針の内容の改訂に関する検討）

〇 学校安全に係る情報の見える化、共有、活用の推進（調査項目、調査方法の見直し等）
〇 災害共済給付に関するデータ等を活用した啓発資料の周知・効果的な活用
〇 設置主体（国立・公立・私立）に関わらない、学校安全に関する研修等の情報・機会の提供
〇 AIやデジタル技術を活用した、科学的なアプローチによる事故予防に関する取組の推進
〇 学校安全を意識化する機会の設定の推進（各学校の教職員等の意識を高める日・週間の設定等）
〇 国の学校安全に関する施策のフォローアップの実施 6



学校安全の推進に関する組織体制の整備と地域等との連携について
～複雑化・多様化する課題に対応するための、実効的・持続的で安全・安心な学校づくりに向けて～ 審議のまとめ

○ 学校の努力だけでは防止できない事案（地震などの自然災害、不審者侵入事件、弾道ミサイル発射等の国民保護に関する事案等）の顕在化

○ 学校安全に関する課題の複雑化・多様化

→ 実効的・持続的な学校安全の取組を組織的に推進する必要

→ セーフティプロモーションスクール＊１の考え方を取り入れた取組の充実

→ コミュニティ・スクール＊２の仕組みの活用を含む地域との連携・協力の必要性

→ 学校安全計画・危機管理マニュアルを見直すサイクルの構築が必要

令和７年３月３日

2.地域や関係機関等との連携体制の整備

１．これまでの議論

3.学校安全の中核を担う教職員及び校内組織体制の整備・充実

地域や関係機関等との連携・教職員及び校内組織体制について検討・整理

＊１学校安全について組織的・計画的に地域等と連携し、 実践・改善を
 継続するものとして認証された学校

＊２地方教育行政の組織及び運営に関する法律第47条の5に規定する
 学校運営協議会を置く学校

○ コミュニティ・スクールや地域学校協働活動の仕組みを最大限活用
○ 「安全教育」「安全管理」の充実の観点から連携の充実を図る
→ 「学校安全計画」「危機管理マニュアル」を学校運営協議会等の場
で共有し、協議を行う

○ 自然災害や犯罪被害は地域においても共通の課題

○ 学校安全の校内組織体制の整備・充実を図る

→ 学校安全を学校経営方針の柱に位置付ける

→ 校長等の管理職のリーダーシップの下、校務分掌に中核を担う教職員を

位置付けつつ、全ての教職員で取り組む校内組織体制を構築する

→ 中核を担う教職員には、学校内外との連携・調整機能充実のための「新たな職」

の動きを踏まえつつ、中堅層の教師を充て適切な処遇等について検討

→ 学校の設置者は各学校の組織体制整備を支援する

→ 各教職員に求められる役割及び資質能力を整理

→ 教師の負担軽減のため、地域の多様な関係者等と効果的な連携を図る

校長等の
管理職

中核を担
う教職員

・学校経営に学校安全を位置付け、学校安全の方針を示す
・事故の未然防止、発生時における安全確保のリーダーシップ
・校内組織体制及び、家庭・地域・関係機関等との連携体制の整備 等

・校内組織の円滑な機能、取組の効果を上げる調整・指導・助言
・実効性のある学校安全計画・危機管理マニュアルの策定・見直し
・校内研修の企画・実施、外部機関との連絡調整の窓口 等

全ての
教職員

・学校安全の重要性の理解、推進するための課題の認識
・各自の役割に係る取組とマニュアル等見直しへの参画、安全教育の実施
・事故の未然防止に関する安全管理、事故等発生時の対応の実施 等

4.教職員の学校安全に関する資質能力の向上とそれを支える環境整備

○ 各教職員が、できるだけ速やかに必要な資質能力を習得したり、学校安全の諸課題への対応能力を身に付けられるようにする必要

→ 教職員の負担を軽減しつつ、効率的・効果的に学べるよう、オンライン・オンデマンド形式や実習・演習形式を適切に組み合わせた研修を充実

○ 校長等の管理職のリーダーシップの下、中核を担う教職員が中心となって、計画的かつ着実な研修・訓練等を実施する必要

→ 学校安全に関する研修の教員研修計画への位置付け、法定研修での取り扱い、研修受講履歴の適切な記録、教員養成における学修の充実

※国立・私立学校に対しても、積極的な情報提供や研修の機会の提供等を通じて、地域全体での資質能力の向上や連携体制の強化を図る必要

※学校運営協議会未設置校や国立・私立学校でも地域や関係機関等が関わる既存の会議等を 
活用して学校安全について協議していくことが有効

→ 自治体の防災・安全

担当部局や警察・消

防等も交えた取組の

推進

○ 地域や関係機関・団

体との連携を強化、外

部評価や改善を継続

→ セーフティプロモーション

スクールの考え方を取り入

れた学校安全の推進

学校安全の取組を共有・協議



●学校の管理下（本指針においては登下校中の事故も含む）で
発生した事故を原則とする。

●学校の管理下における事故の未然防止を図る

●児童生徒等の生命と健康を最優先に迅速・適切な対応を行う

●児童生徒等に対する心のケアや保護者への十分な説明を行う

●これまでの安全対策の検証や発生原因の究明を行う

●再発防止などの取組を行う
により事故の被害を最小限にとどめ、事故が発生した際に、学校、学

校の設置者、都道府県等担当課が組織的に対応していくことを目的
に作成している。

■ 指針の対象とする事故

■ 指針の目的

学校事故対応に関する指針の目的・対象
改訂の主なポイント
■事故に備えた組織的な取組
■重大事故への国への報告
■事故発生時の対応（調査の実施状況の把握）



事故発生後の流れ

●重大事故・ヒヤリハッ
ト事例の共有と活用

●各種マニュアルの策
定・見直し 

●教職員の危機管理に
関する資質の向上

●安全点検の実施
●安全教育の充実

●緊急時対応に関する
事前の体制整備

●関係機関等との連
携・協働体制の整備 

●事前の取組等の推進
に当たって
・学校安全計画作成 
・事故発生に備えた
取組（詳細調査委
員会の設置を含む）

事故発生
直後の取組

応急手当

初期対応時
（発生直後～事故1週間程度）

再発防止に向けた中
長期的な取組
（事故後1週間程度経過以降）

基本調査

詳
細
調
査
へ
の
移
行
の
判
断

詳細調査

再発防止策の策定・
実施

設置者等への
事故報告、支
援要請

国への一報

事前の備え

学校の管理下における事故の未然防止、事故発生後の対応、保護者への対応、安全対策の検証や発生原因の究明
に係る調査、再発防止で構成。なお、各取組は、学校の設置者等と連携し、組織的に対応していくことが重要です。

事
故
発
生

事故発生の未
然防止

事故発生に備え
た事前の取組

危機対応の態
勢整備

●被害児童生徒等の保護者への関わり 
●児童生徒等の心のケア
●災害共済給付の請求
●（学校の設置者）中立な立場で事故に係る対応を支援する「支援担当者」の設置 等

被害児童生徒等の保護者への支援

※指針本体には、学 校と記載され、取り組むべき対応が明記されています。

指針の構成



学校の設置者学校

応急手当
症状確認、119番通報（110番
通報）、心肺蘇生（AED）、協力
要請、他の児童生徒等の対応
など

都道府県等担当課

基本調査
実施を判断

詳細調査
移行を判断

詳細調査実施
第三者の委員会による事故
に至る過程や原因を分析

再発防止策

被害児童
生徒等
保護者等

国

連絡

報告 一報

事故発生

報告

報告 報告

都道府県から助言（必要に応じ国も助言）

【継続して対応】被害児童生徒等の保護者への支援

都道府県から助言（必要に応じ国も助言）

報告

事故発生
直後の取
組

初期対応
時
（発生直後
～事故後1
週間程度）

再発防止
に向けた中
長期的な
取組
（事故後1週間
程度経過以
降）

設置者が詳細調査に移
行するまでもなく事故等
の原因が明らかとなり、
再発防止策を講じるこ
とが可能と判断した場
合

指示

基本調査実施
聴き取り3日以内、保護者へ
最初の報告は1週間目安

死亡、意識不明などの
命に関わる重大事故は、
国まで報告
※第2報以降適時国ま
で報告

指導・助言・支援

指示

連絡

関わる

報告

報告

報告

危機対応態勢整備、
設置者への報告

報告

整理した情報

【報告対象の事故】
「死亡事故」、「治療に要する期間が３０日以上
の負傷や疾病を伴う場合等重篤な事故」（重篤
な事故には意識不明の場合等を含む）

報告

講じた再発防止策 詳細調査委員会の提言
を受けた再発防止策

基本調査、詳細調
査の結果を取りまと
め、国に報告

詳細調査委員会報
告書

基本調査の実施

詳細調査委員
会の調査結果

死亡、意識不明などの
命に関わる重大事故に
関して

詳細調査委員会報
告書

調査の
実施に
当たっ
ては、

保護者
の意向
を確認

結果を報告

県の分析結果を周知

全国の
事故分
析結果
を周知

保護者か
ら意見も
聴取 再発防止策策定周知

事故発生後の対応の流れ【概略】



応急手当

事故発生時に優先すべきことは、

事故にあった
  児童生徒等の

      生命と健康
・症状が重篤にならないように
速やかに応急手当を実施

・誰でも即座に119番通報、複数
の教職員が通信指令員からの
口頭指導内容を共有し対応

・事故発生場所からの素早い119
番通報、通信指令員から指示
等を電話口で受けられる体制
整備



A校事例（行政担当者研修抜粋）

４月 入学後初めての授業参観後の懇談会中 小１
ランドセルを背負ったまま遊んでいて、つり橋のすき間
に落下、首を挟まれて意識を失う。
反応なし、けいれん、チアノーゼ、死線期呼吸。救命活
動により発見から６分後に反応あり。
その後到着した救急車で搬送され、後遺症なく現在も元
気に学校に通っている。

普段訓練で使用していたAEDは、ケースの蓋裏の収納ポ
ケットに パッドが入っており、それを体 に貼った後、ケー
ブルをAED本体 のコネクタに接続する仕様だっ た。しかし、
当時学校に設置さ れていたAEDは、予めパッドの
ケーブルはAEDに接続済みの仕様のものだった。予備用
パッドが ケースの蓋裏に収納されていた。

訓練との違いによる混乱

「死線期呼吸」

と判断できた 人工呼吸
訓練に基づいた

チームワーク

なぜ救えたのか



報告

国への一報

死亡事故及び意識不明など児童生徒等の命に

関わる重大な事案 が発生した場合は，第一報のほか，
第二報以降の情報及び詳細 調査への移行判断結果も
報告 (基本調査の報告様式活用)

学校の設置者への報告

・全ての「学校の管理下において発生した死亡事故」
・治療に要する期間が３０日以上の負傷や疾病を伴う場合
等重篤な事故 （重篤な事故には，治療に要する期間が３０
日以上でなくても意識不明（人工呼吸器を装着，ＩＣＵに入
る等）の場合や，身体の欠損（歯を含む）・身体機能の喪失
を 伴う事故等を含む。



●全ての「学校の管理下（登下校中の事故も対象に含む）において発生した死亡事故」
●被害児童生徒等の保護者の意向も踏まえ、学校の設置者が必要と判断した「治療に要する
期間が３０日以上の負傷や疾病を伴う場合等重篤な事故」
（重篤な事故には、治療に要する期間が３０日以上でなくても意識不明（人工呼吸器を装着、ＩＣＵに入る等）の
場合や、身体の欠損（歯を含む）・身体機能の喪失を伴う事故等を含む。）

（１）調査の対象
学校からの事故発生の報告を踏まえ、学校の設置者が調査の実施を判断！

（２）基本調査の実施主体
原則として学校が実施主体となり、設置者の指導・支援の下、実施！

●状況に応じて、設置者に、基本調査に必要な人員の派遣や助言等の支援を要請
●得られた情報に基づく、事故に至る過程や原因の分析等は、原則として「基本調査」にお

いては実施しない（「詳細調査」において行う）
●基本調査において、設置者が詳細調査に移行するまでもなく事故等の原因が明らかとな

り、再発防止策を講じることが可能と判断した場合には、学校として再発防止策を検討

【調査の目的】
事実関係を整理する「基本調査」等により得られた情報に基づき、事故に至る過程や原因の分析を行
う「詳細調査」は、日頃の安全管理の在り方等、事故の原因と考えられることを広く集めて検証し、今後
の事故防止に生かすために実施するもの。また、時には、被害児童生徒等の保護者や児童生徒等及び
その保護者の事実に向き合いたいなどの希望に応える役割も併せて担うもの。
これらの調査は、民事・刑事上の責任追及やその他の訴訟等への対応を直接の目的とするものでは
なく、学校とその設置者として、上記目的を踏まえて事実に向き合うもの。

基本調査の実施【原則として、学校が実施】
・・・事案発生後速やかに着手し、調査期間中に得た情報を迅速に整理する。

調査



調査した情報を整理し設置者に報告！
※記録（メモ含む）は、一定期間保存

●「事故等の原因が明らか」と設置者が判断
した時は、学校が再発防止策を検討し、設置
者に報告

■関係する全教職員からの聴き取り
・調査開始から3日以内を目途に実施

聴き取る内容の例
・数日前からの事故発生時の被害児童生徒等の状況
・疾患、既往症の有無及び内容
・当該教職員がしたこと、見聞きしたこと  等■事故現場に居合わせた児童生徒等

への聴き取り
・聞き取れる範囲で実施

（３）基本調査実施に当たっての留意事項・手順
事故の背景整理などの目的を明らかに。聴き取りは必ず複数の教職員で対応！

●聴き取り対象者の負担軽減、心のケア体制、状況に応じてスクールカウンセラーも同席

説明窓口は一本化、正確な情報の伝達を心掛
ける！

●学校が保護者との関わりを通じて得た情報は、
設置者とも情報共有

※事故の重大性に鑑み、設置者が事実関係の説
明や今後の調査の意向確認をすることも必要

発生状況や事故後の対応を、時系列で整理！
●速やかに関係者が事故に関する事実を記録

→これを基に聴き取りを実施し、記録を行う

●聴き取り前には、事前に保護者に連絡

■情報の整理・再発防止策の検討・報
告

・設置者に報告

■基本調査における被害児童生徒等
の保護者との関わり

・適時適切に経過を説明
・最初の説明は、調査着手から１週間以
内を目安に！

関係機関との協力等

関係機関との協力等

※詳細調査において、聴き取り等行われる場合は、同様の配慮が必要であることに留意する。



基本調査 記入例



基本調査 【事故の再発防止に資する要因分析】

事故防止のための事前の安
全管理、研修、安全教育の実
施（＊）

発生した事故等に係る危機管理マニュアルへの記載
（指導計画の作成等）の有無

有

事故予防に関する教職員研修等の実施の有無 有

児童生徒等に対する安全教育の実施の有無 有

改善策

使用する施設や器具の安全
確認（＊）

使用前の安全点検 有

改善策

事故発生時の温度や湿度、
照明などの環境の確認 （＊）

環境面の安全確認 有

改善策
被害児童生徒を指導してい
た教員等の対応  （＊）

指導スタッフの対応 有
改善策

被害児童生徒の健康状態等の
把握被害（児童生徒以外の児
童生徒の状況等含む）（＊）

被害児童生徒等の健康状態等の把握 有

改善策
事故に対する学校 側の指導体
制、指導方法、安全管理（＊）

事故に対する指導体制等の安全管理 有
改善策

公表に関する保護者の同意（＊の箇所）可 



（１）詳細調査移行の判断主体
基本調査等を踏まえ、学校の設置者が実施を判断！

●移行の判断に、都道府県等担当課の支援・助言を得る、外部専門家等の意見を尊重する
●被害児童生徒等の保護者の意向に十分配慮

詳細調査への移行の判断 【学校の設置者が実施】

ア）当該学校の教育活動の中に事故の要因があると考えられる場合
・事前の安全管理体制に十分でない点が認められる など
イ）事故発生直後の対応の中に適切ではない点が認められる場合
ウ）基本調査により、事故の要因が明らかとならず再発防止策が検討できない場合 
エ）被害児童生徒等の保護者の要望がある場合
オ）その他必要な場合

（２）詳細調査に移行すべき事案の考え方
●原則、基本調査を行った全ての事案を詳細調査を行うことが望ましいが、少なくとも以下

の場合には、詳細調査に移行。ただし、ア）・イ）・ウ）・オ）の場合でも、保護者の詳細調
査を望まない意思が明確に確認される場合は、この限りではない。

●（市区町村教育委員会及び私立・株式会社立学校の設置者の場合）
→基本調査の結果を都道府県等担当課に報告時に、詳細調査への移行の有無及び、

移行しない場合の理由も報告 ※不明な点等の確認を求められる場合がある
※都道府県担当課、指定都市教育委員会及び国立大学法人は、死亡事故及び意識不明な

どの重大な事案の詳細調査への移行状況を、基本調査の結果とともに、国に報告

「詳細調査」とは、基本調査等を踏まえ必要な場合に、学校事故対応の専門家などが参画した詳細調査委員会において行われる詳細な調
査であり、事実関係の確認のみならず、事故に至る過程を丁寧に探り、事故が発生した原因を解明するとともに、事故後に行われた対応につ
いても確認し、それによって再発防止策を打ち立てることを目指すもの。
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校内で共有し、重大事故が発生する前に対策を講ずる！
●全国で発生した重大事故
・設置者、都道府県等担当課、国からも情報提供

重大事故・ヒヤリハット事例の共有と活用



ポイント動画（学校の設置者編、学校編）



命を守れる避難訓練をやってますか？

災害はおきない
（自分の学校は大丈夫）

最悪の事態
（怪我人・停電・悪天候）

考える場面はあるか

毎年同じ

防災教育としての避難訓練



「避難訓練」は､消防法・学校保健安全法・学習指導要領の意義や目的を踏まえて

【消防法】
防火（防災）管理上必要な業務
として行う学校教職員の活動

消火、通報及び避難等の訓練実施

【学習指導要領】
特別活動のねらいに則した

児童生徒の活動
【特別活動の目標】

集団や社会の形成者としての見方・考え方を働かせ,様々な集団活動
に自主的,実践的に取り組み,互いのよさや可能性を発揮しながら集団や
自己の生活上の課題を解決することを通して,次のとおり資質・能力を育
成することを目指す。

学級活動
（2） 日常の生活や学習への適応と自己の成長及び健康
安全

イ 心身ともに健康で安全な生活態度の形成
 現在及び生涯にわたって心身の健康を保持増進するこ
とや、事件や事故、災害等から身を守り安全に行動するこ
と。

学校行事
（3） 健康安全・体育的行事

 心身の健全な発達や健康の保持増進,事件や事故,災
害から身を守る安全な行動や規律ある集団行動の体得，
運動に親しむ態度の育成，責任感や連帯感の涵（かん）
養，体力の向上などに資するようにすること。

【学校保健安全法】
第27条 学校安全計画の策定

・児童生徒等に対する通学を含めた学校生活
その他の日常生活における安全に関する指
導計画策定

第29条 危険等発生時対処要領の作成等

・校長は、危険等発生時対処要領の職員に対
する周知、訓練の実施その他の危険等発生
時において職員が適切に対処するために必
要な措置を講ずる
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総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課

文部科学省

学校における「避難訓練」の考え方

避難訓練など安全に関する行事については，表面的，形式
的な指導に終わる ことなく，具体的な場面を想定するなど適
切に行うことが必要である。（小特活解説）

http://www.mext.go.jp/


出典：東日本大震災 釜石市教訓集「未来の命を守るために」

奇跡ではない釜石の学校の軌跡

【釜石東中学校２年生 】
考える避難訓練
けが人、リアカー、荷物
体験型で楽しい訓練
先生も一緒に楽しんでいた
普段の学習とはちょっと違う
地域の人と一緒に学ぶ防災

【釜石小 校長】
防災マップ、下校時避難訓練
津波防災教育

学校で学んだことを実行した児童
（覚えてたこと、助けあえたこと）
当たり前のことが身に付いていた
当たり前のことを指導していた



 総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課 

文部科学省

小・中合同避難訓練
（地震・津波想定）

避難訓練（火山噴火想定）

「実践的な防災教育・避難訓練について」

避難訓練の見直し

事前学習 実際の訓練 振り返り

社会科「くらしを支える情報
（緊急地震速報について）」

大きな揺れがあっ
たら、どこが、ど
のくらい危険だろ
うか？

身を守る練習
ショート訓練

・子供たち自身に
よる振り返り

・学校に加え、保護
者、地域の方々か
らの評価

・専門家からの助言

・停電時、ケガ人の発生、大
きな余震等を想定した訓練
・登下校時の避難訓練
・保護者引き渡し訓練
・気象災害に備えた避難訓練
・地域住民との合同の訓練

など

教科等横断的に

その身の守り
方よかったね

もっと、こうした
方がいいんじゃ
ない？

24

「落ちてこない」「倒れて
こない」「移動してこな
い」ところで身を守る

様々な状況を想定

緊急地震速報報知音の活用

http://www.mext.go.jp/


令和の日本型避難訓練

大人も子供も
一緒に考える

チームビルディング
何でも言える職場

生徒企画型

正解→納得解
予測困難な事態

失敗してよい避難訓練

学校間連携
（地域・中学校区）

学級経営
思いやり・助け合い
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● 学校組織全体で、学校安全の目標・方針の共有
● 職員会議・職員研修などで学校安全の話し合い

協力体制のポイント

訓練の振り返
りや見直し

ヒヤリハット
の情報共有

学校安全に関
する情報提供

安全意識の
維持・高揚

● 様々な観点から幅広い議論が必要

● 管理職等の心得
レ 若手の発言を促す
ㇾ 意見を否定しない

多様な意見の重要性

異論・反論を
出しやすい
雰囲気

推進方策１ 学校安全に関する組織的取組の推進





友達が泣いていたり、
大丈夫だよといった

りして。

震災遺構 石巻市立門脇小学校

お母さん、お父さん助
けてって声で、教室が
壊れそうでした。

大丈夫だったか、と子供
達に声かけて、子供達も
怖かったとか、死ぬかと
思ったとか、ざわざわす

るわけですよ。

覚えている音としては子供
たちの叫びであったり、蛍
光灯がバチンと切れる音。
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（１）安全教育に係る時間の確保

〇 各学校が、学校安全計画に安全教育を取り扱う時間を適切に位置づけ、年間

の指導時間の確保

（２）地域の災害リスクを踏まえた実践的な防災教育の充実

〇 事前防災の体制の強化及び実践的な防災教育の推進は喫緊の課題

〇 どのような児童生徒等の資質を育みたいのかという視点から「防災をとおした教
育」と広く捉えることが必要

〇 防災教育には、災害時に自分と周囲の人の命を守ることのできるという効果、児童

生徒の主体性や社会性、郷土愛や地域を担う意識を育む効果、地域の防
災力を高める効果への期待

〇 自然がもたらす恩恵、地域に対する理解を深めることができるような防災教育

〇 より実効性のある訓練への見直し

推進方策３．学校における安全に関する教育の充実
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（３）学校における教育手法の改善

〇 地域学校安全委員会、コミュニティ・スクールや地域学校協働活動など

の学校と地域の連携・協働の仕組みの活用、民間企業・団体等が提供する教育プログ
ラムの活用など、様々な教育資源の活用

〇 主体的に行動する態度や危険を予測し回避する能力の育成、安全で安心な社
会づくりに貢献する意識を高める教育手法の開発

〇 体験活動を通じた学びやデジタル技術を活用した学びの推進

（４）幼児期、特別支援学校における安全教育の好事例等の収集・発信

（５）現代的課題への対応

〇 幼児期及び特別支援学校における安全教育の取組の好事例の収集・発信

〇 性犯罪・性暴力防止への対策として、「生命（いのち）の安全教育」の推進

〇 情報モラル、サイバーセキュリティに関する教育の充実

推進方策３．学校における安全に関する教育の充実



日常生活全般における安全確保のために必要な事項を実践的に理解し、自
他の生命尊重を基盤として、生涯を通じて安全な生活を送る基礎を培うととも
に、進んで安全で安心な社会づくりに参加し貢献できるように、安全に関する
資質・能力を育成する。

■ 目指すべき姿

 総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課 

文部科学省

現代的諸課題に対応して求められる資質・能力の一つ

生きて働く知識・技能の習得
未知の状況にも対応できる

思考力・判断力・表現力等の育成

安全に関する様々な課題に関心をもち，主
体的に自他の安全な生活を実現しようとし
たり，安全で安心な社会づくりに貢献しよう
としたりする態度を身に付けていること。

学びを人生や社会に生かそうとする
学びに向かう力・人間性等の涵養

様々な自然災害や事件・事故等の危険性，
安全で安心な社会づくりの意義を理解し，
安全な生活を実現するために必要な知識
や技能を身に付けていること。

自らの安全の状況を適切に評価するとと
もに，必要な情報を収集し，安全な生活を
実現するために何が必要かを考え，適切
に意思決定し，行動するために必要な力を
身に付けていること。 31

安全教育の目標

http://www.mext.go.jp/
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文部科学省

安全に関する資質・能力を教科等横断的な視点で確実にはぐくむ

取組状況の把握・検証

□安全教育の進め方

児童生徒等や学校、地域の実情を踏まえ
改善・見直し

カリキュラム・マネジメントの確立

Ｐ Ｄ

Ｃ

Ａ

学校安全計画の作成 学校教育全体を通じた指導

安全教育の目標

○自助、共助、公助の視点
○内容のつながりを整理し教育課程を編成
○家庭・地域との連携・協力体制
○系統的・体系的な計画 ○校種間の連携
○安全教育と安全管理との関連
○全教職員の共通理解 など

○各種データの把握・分析

○教育課程の改善へ

○安全教育の効果を高め
るための手法

人的又は物的な体制の確保

組織的・計画的に

【推進方策１】
(2) 学校安全計画に基づ
く実践的な取組内容の充実

SPSの考え方、学校医等の参画

安全教育の進め方

http://www.mext.go.jp/
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コミュニティ・スクール、地域学校協働活動と連携した学校安全の取組

地域とともにある学校づくり推進フォーラム2023 茨城 資料

 総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課 

文部科学省
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コミュニティ・スクール、地域学校協働活動と連携した学校安全の取組

 総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課 

文部科学省

http://www.mext.go.jp/
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コミュニティ・スクールの有用性

 総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課 

文部科学省
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〇 安全上の課題が複雑化・多様化
→地域ぐるみで安全を守り、児童生徒等が安心して学校教育や生活を

 送れるような環境整備の必要性
〇 安心安全な地域づくりの相乗効果
→子供たち：みんなに大事されている、地域の課題把握、地域への思い
→地域の方々：安全意識の高まり

家庭・地域等との連携・協働の意義

36

■ 家庭・地域・関係機関との連携

学校においては、児童生徒等の安全の確保を図るため、児童生徒等の
保護者との連携を図るとともに、当該学校が所在する地域の実情に応じ
て、当該地域を管轄する警察署その他の関係機関、地域の安全を確保す
るための活動を行う団体その他の関係団体、当該地域の住民その他の
関係者との連携を図るよう努めるものとする。

学校保健安全法 第３０条

家庭、地域、関係機関等との連携・協働による学校安全の推進

36

 総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課 

文部科学省
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学校運営協議会✕子供も参加の防災熟議
岡山県浅口市立寄島小学校（令和２、４年度）
・避難場所が工事中のため、市防災部局と相談して代替の候補地を選定する。
・学校運営協議会で「避難場所」「登下校の安全」等を協議し、地域住民からの意見
を伺う。拡大学校運営協議会で熟議を行う。
・こども園・中学校と津波を想定した高台避難訓練、４年社会科「通学路まち歩き」

 総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課 

文部科学省

http://www.mext.go.jp/


社会教育（公民館）✕学校教育

38

岡山市立高島公民館の事例
・ 小学校６年理科「変わり続ける大地」の授業で地区のハザードマップを確認する。
・ 公民館講座で「災害想像ゲームDIG」を通じて、自分たちの住む地域の特性や災

害リスクを理解する。町内会長等の地域住民から、過去の被災状況等を保護者と
一緒に聞く。

非常持ち出し袋の実践
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三鷹四中卒業を祝う会

 総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課 

文部科学省

大分県佐伯市

http://www.mext.go.jp/
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社会に開かれた教育課程



学習指導要領 前文
教育は，教育基本法第１条～ 第２条～（中略）
これからの学校には，こうした教育の目的及び目標の達成を目指しつつ，一人一人の生徒が，

自分のよさや可能性を認識するとともに，あらゆる他者を価値のある存在として尊重し，多様な
人々と協働しながら様々な社会的変化を乗り越え，豊かな人生を切り拓らき，持続可能な社会
の創り手となることができるようにすることが求められる。このために必要な教育の在り方を具体
化するのが，各学校において教育の内容等を組織的かつ計画的に組み立てた教育課程である。
教育課程を通して，これからの時代に求められる教育を実現していくためには，よりよい学校教

育を通してよりよい社会を創るという理念を学校と社会とが共有し，それぞれの学校において，
必要な学習内容をどのように学び，どのような資質・能力を身に付けられるようにするのかを教
育課程において明確にしながら，社会との連携及び協働によりその実現を図っていくという，社
会に開かれた教育課程の実現が重要となる。
学習指導要領とは，こうした理念の実現に向けて必要となる教育課程の基準を大綱的に定め

るものである。学習指導要領が果たす役割の一つは，公の性質を有する学校における教育水準
を全国的に確保することである。また，各学校がその特色を生かして創意工夫を重ね，長年にわ
たり積み重ねられてきた教育実践や学術研究の蓄積を生かしながら，生徒や地域の現状や課
題を捉え，家庭や地域社会と協力して，学習指導要領を踏まえた教育活動の更なる充実を図っ
ていくことも重要である。
生徒が学ぶことの意義を実感できる環境を整え，一人一人の資質・能力を伸ばせるようにして
いくことは，教職員をはじめとする学校関係者はもとより，家庭や地域の人々も含め，様々な立場
から生徒や学校に関わる全ての大人に期待される役割である。



災害時において避難所の円滑な開設・運営を図るためには、避難所の運営主体
となる市町村の防災担当部局等と避難所としての活用が予定される学校、地域の防
災組織（自主防災組織等）などと平時から連携を深めておくことが不可欠である。

特に、避難所の円滑な開設・運営に当たっては、予め学校施設の避難所としての利
用方法を決めておくことが重要であることから、地域の状況に応じ、学校の教育活動
の再開・継続に支障のない範囲で、要配慮者スペースの確保、熱中症対策等を図る
ための体育館・特別教室・普通教室の利用、避難者及び避難所の運営に資する活動
を行う者の校内通信環境の利用等について協議し、共通認識を構築することが望ま
しい。また、特別支援学校は、障害のある児童生徒等とその家族の指定福祉避難所と
なり、直接の避難先となり得ることに留意が必要である。

災害発生時の避難所運営に係る取組

車から車いすと荷物を搬出 発電機の確認
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大規模災害の発生時における学校の教職員の第一義的な役割は、児童生徒の安全確
保とともに、児童生徒等の安否確認と学校教育活動の早期正常化に取り組むこと
（H29.1.20文部科学省初等中等教育局長通知）

学校は誰のもの？

中学生の活躍

待ってました！



暑さ指数（WBGT）
気温 湿度 輻射熱を取り入れた温度の指標

35以上 熱中症特別警戒アラート

33～35未満 熱中症警戒アラート

３１～ 危険

21未満 ほぼ安全

21～25未満 注意
適宜水分補給

積極的に水分補給

積極的に休息

激しい運動は中止

運動は原則中止

25～28未満 警戒

28～31未満 厳重警戒

危険な暑さ
から

身を守る



学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引き

学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引き

https://anzenkyouiku.mext.go.jp/


熱中症事故を防止するための環境整備等

環境整備
（水分・塩分補給や休憩確保）

空調設備を適切に活用

送迎バスの置き去り事故防止

救急体制の整備
（体冷却、一次救命処置、
AED、救急要請等）

暑熱順化
（暑さに徐々にならしていく）



各種活動実施に関する判断

暑さ指数に基づいて活動中止の判断に至らない場合において

も、児童生徒等の様子をよく観察し、熱中症事故の防止に万全
を期す。

実際に活動する場所における熱中症の危
険度を、暑さ指数等を活用して把握し、適切な
熱中症予防を行う。

各種活動を中止することを想定し、その判断基
準と判断者を、各学校における危機管理マ
ニュアル等において予め具体的に定め、教職
員間で共通認識を図る。

学校危機管理
マニュアル



児童生徒等への熱中症防止に関する指導

保護者との連携（熱中症対策についての情報提供）

服装（透湿性・通気性）、
帽子

体調不調が感じらた
場合にはためらうこ
となく教職員に申し
出る

運動後のクールダウン

適切な水分を補給

児童生徒等同士で互いに
水分補給や休憩の声掛け



学校安全ポータルサイト

 総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課 

文部科学省
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事故や事件、自然災害が発生する日本。
児童生徒等自身に「生き抜く」とともに
「安全な社会をつくる」ための知恵と行
動力を身につけさせる安全教育が重要

児童生徒等の命を預かっているという自
覚を再認識した学校の安全管理の徹底

＝
「生き方」を学ぶ安全教育

52

日本で生活するための「生き方」を学ぶ学校安全

 総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課 

文部科学省
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